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論 文
利潤率の低下について
谷 友
?
I 
マルクスは『資本論』第3部第3篇において「利潤率の傾向的低下の法則」
を論じているが，これによれば，利潤率の傾向的低下は資本主義の発展過程に
おいて労働の生産力の増大（資本の有機的構成の高度化）そのものによっておこる
のであって，資本主義的生産の制限を「純粋に経済的な仕方」でしめしている
のである。 1)しかしこの法則についてはむかしから異論があり，さいきんで
は，資本の有機的構成の高度化を無視する見解や，むしろ剰余価値率の増大を
重視しようとする見解などからの批判がたえない。そしてそれはもろもろの近
代経済学者だけでなく若干のマルクス経済学者によってものべられているので
ある。
しかしいまはそういう批判の当否にふれない。それは後段において「法則そ
のもの」の説明によっておのずからあきらかになるであろう。ここでは当面の
問題の方法論的な考察のためにミークの論文「利潤率の低下」をとりあげて検
討することとする。
・ミークは同論文の前半においてマルクスの利潤率低下の法則にたいする諸批
判を吟味し， 2)a) それから若干の数字例によって「利潤率がじっさいに低下す
る諸条件」をあきらかにしている。まず「全体としての経済にわたって資本の
平均的な有機的構成がかなり低い水準からかなり高い水準にまでしだいに増大
すること」を想定したうえで，かれは「この過程をいろんな異なった段階にお
いて停止させ」， そして「有機的構成の高度化が生産性にあたえる効果につい
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ていろんな異なった仮定をもうけたときに，利潤率にどんなことがおこるかに
ついてしらべてみる」のであるが，さいしょに「第 1のケース」にかんして以
下のようにのべている。
技術的条件が，平均100の資本でもって20人の労働者を雇用するというよう
なものであるところの状況から出発する。労働日の長さは 8時間であり， 1日
の賃金（労働力の価値にひとしい）は4であるとす‘る。 これよりして剰余価値率
は1となる。 1日の作業を基準とすれば，状況はつぎのようになる。
C 
(1) 20 
V 
80 
s 
80 
20人の労働者は 16.0の新価値を生産する。そのうち80はかれらの賃金を， 80は
資本家の剰余価値をあらわす。有機的構成は¼であり，利潤率は80%である。
このような初期の状況においては20人の労働者が20の不変資本で雇用されて＇
いる。すなわち雇用労働者 1人あたりの不変資本は 1である。いま技術的革新
が導入されて， 1人あたりの不変資本が 1から 2%に増加するとしよう。換言
すれば，賃金財と資本財の現在の価格 （これはさしあたり技術的革新によって影響
されないとする）では， 2%が不変資本に支出され， 4が賃金に支出される。か
くて平均 100の資本は40の不変資本と60の可変資本に分割され， 15人の労働者
が雇用される。状況はつぎのようになる。
C 
(2 A) 40 
V 
60 
s 
60 
剰余価値率は 1にとどまるが，有機的構成は％に高度化する。そして利潤率は
60彩に低下する。
＇いまや，¼から％への有機的構成の高度化は，賃金財産業と資本財産業にお
いて生産性を増大するであろう。生産性の増大は不変資本と可変資本の諸要素
の価値を¼だけ減少させるようなものであるとしよう。賃金は 3 に下落する。
平均100の資本の有機的構成は変化しないであろう。なぜなれば，不変資本と
可変資本の諸要素の価値はひとしい割合で減少しているかである。しかし不変
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資本の分量と雇用労働者の人数は％だけ増加するであろう。かくて20人の労働
者が平均 100の資本で雇用され， 1日の作業で 160の新価値をつくりだし，そ
のうち60は労働者の賃金を， 100は資本家の剰余価値をあらわす。状況はつぎ
のようになる。
(2 B) 
C 
40 
V 
60 
s 
100 
剰余価値率は 1%に増大し，そして利潤率は 100%に上昇するであろう。
．いまもうひとつの技術的革新が導入され，現在の価格で 1人あたりの不変資
本が 4½に増加するとしよう。換言すれば， 4½が不変資本に支出され， 3が
賃金に支出される。したがって，平均 100の資本は60の不変資本と40の可変資
本に分割され， 13½人の労働者が雇用される。状況はつぎのようになる。
(3A) 
C 
60 
V 
40 
s 
67 
もういちどの生産性の増大によって不変資本と可変資本の諸要素の価値はさら
に％だけ減少するとしよう。賃金はいまや 2¼に下落し，平均100の資本をも
って17%人の労働者が雇用されるであろう。状況はつぎのようになる。
(3 B) 
C 
60 
V 
40 
s 
102 
剰余価値率は 21½oに増大し，利潤率は 102 彩に上昇するであろう。
最後に，もうひとつの技術的革新が 1人あたりの不変資本を9に増加し，生
産性の増大は不変資本と可変資本の諸要素の価値をさらに¼だけ減少させると
しよう。生産性の変化する前後の状況はつぎのとおりである。
(4 A) 
(4 B) 
???
????
? ?
??
??
最後の状況においては賃金は l1½6に下落し， 11.2%,,人の労働者が雇用される
であろう。剰余価値率は 3¾に増大し，利潤率は75彩に低下するであろう。
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当面の問題にかんしては， (1)(2B)(3B)(4B)のあいだの比較が適切
なものである。これらの状況をたんに (1)(2) (3) (4)とよぶならば，諸結果は
つぎのように要約することができる。
有機的構成 Cとりの価値の減少 剰余価値率 利潤率（彩）
(1) ¼ 1 80 
(2) ％ ¼ 1% 100 
(3) 1½ ¼ 21½〇 102 
(4) 4 ¼ 3¾ 75 
かくて，第 1のケースの諸仮定のもとでは，利潤率ははじめの三つの段階の ． 
あいだでは上昇し，最後の段階において低下するのである。 4)
このようにけっきょく利潤率の低下が出現することを説明したのちに， ミー
クはつづいて「第2のケース」 （不変資本と可変資本の諸要素の価値の減少が％と仮
定される）「第3のケース」 （初期の段階における剰余価値率が½と仮定される）「第
4のケース」 （初期の段階における剰余価値率が1½と仮定される） 「第5のケース」
（不変資本の諸要素の価値の減少は怜，可変資本のそれは％と仮定される） 「第6のケ
ース」（不変資本の諸要素の価値の減少は¼, 可変資本のそれは怜と仮定される）におい
ておそかれはやかれ利潤率の低下があらわれることをしめし，それから最後に
いちおうの概括をのべている。 5)しかしそれらの叙述を引用することは省略し
よう。ここでは方法論的な視点からミークの説明における若干の欠点を指摘し
ておくこととする。
マルクスが相対的剰余価値の生産についてのべているところによると， 「こ. . . . . . . 
こで一般に労働の生産力の増大というのは，それによって一商品の生産に社会
的に必要な労働時間が短縮され， したがってより少量の労働がより多量の使用. . . .. . . . .
価値を生産する力を獲得するような，労働過程における変化のことである。」6)
それゆえに1 労働の生産力が増大すれば，その商品の価値は小さくなる。こう. . . . . . . . . . 
して「諸商品の価値は労働の生産力に逆比例する。労働力の価値も，諸商品価
値によって規定されるがゆえに，おなじことである。」 7)これによってみれば，
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労働の生産力の増大は一商品に入りこむ労働の総量（生きた労働と過去の労働の
和）が減少することを意味するのであるが，そういう労働の生産力の増大には
一定の標識があるはずである。 s)だから，この標識にもとづいて，資本の有機
的構成の高度化がかんがえられ，そしてその結果としての商品と労働力の価値
の減少がかんがえられなければならない。ところで， ミークの第 1のケースで
は，労働者1人あたりの不変資本は 1から 2%, 4½, 9へと増加し，有機的
構成は孤から%, 1½, 4へと高度化するが，他方，生産性の増大によって不
変資本と可変資本の諸要素の価値はつねに弧だけ減少すると仮定されているけ
れども，どんな標識にしたがって両者のあいだにそういった関係が生ずるかは
あきらかでない。ついで，第2のケース，第 5のケース，第 6のケースでは，
有機的構成の高度化は第 1のケースやその他のケースとまったくおなじである
のに，生産性の増大による不変資本と可変資本の諸要素の価値の減少は第1の
ケースともその他のケースともいちじるしく異なることが仮定されているので
あるから，なおさらそうである。
つぎにマルクスが利潤率の傾向的低下の法則そのものについてのべていると
ころをみると， 「剰余価値率が不変であるか増大しても」 9)利潤率は低下する
とされている。いうまでもなく，剰余価値率が不変であるばあいには労働の生
産力に比例して実質労賃が上昇するが，剰余価値率が増大するばあいには労働
の生産力に比例して実質労賃が上昇しない。しかしあとのばあいにも実質労賃
は多かれ少なかれ上昇するのである。これはマルクスの見解ではとうぜんのこ
とである。社会的生産力の発展につれて労働者の社会的欲望が増加し，必要生
活資料の範囲が拡大するから，そのかぎりにおいて労働力の価値は大きくな
る。したがって実質労賃はそれだけ上昇するはずである。 10) マルクスは「利
潤率の低下を労賃率の上昇から説明するほど馬鹿げたことはない」 11) とのベ
ているが，この発言は利潤率の傾向的低下を実質労賃の上昇による剰余価値率
の減少から説明することに反対しているのであって，実質労賃のどんな上昇も
否認しているのではない。実質労賃が上昇しながらも剰余価値率がさらに増大
5 
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するというばあいがじつは重要なのである。しかるにこのことがミークのしめ
しているすべてのケースにおいてまったく無視されているのである。
かくて，一方では労働の生産力の増大にかんする一定の標識にもとずいての
資本の有機的構成の高度化が，他方では実質労賃の上昇をともなっての剰余価
値率の増大がかんがえられ，前者と後者との関係によって利潤率の傾向的低下
の法則そのものが説明されなければならない。しかしこの法則は資本主義的生
産様式の本質的な傾向であり，そういうものとして貫徹するのであって，その
ままのかたちでつねにおこなわれるわけではない。それの実現においてはさま
ざまな事情によって変容されまたは妨げられるのである。このことはその法則
の本来の性格をしめしており，その意味で重要だとおもわれるが， ミークによ
ってはからずしも重視されていないのである。 12)
1)マルクスは利潤率の低下にかんするリカアドウの不安にふれこうのべている。 「社
会的労働力の生産諸力の発展は資本の歴史的な任務および権能である。これによって
こそ資本は，無意識的に，いっそう高い生産形態の物質的諸条件を創造する。リカア
Fウが不安を感ずるのは，資本主義的生産の刺激であり蓄積の条件ならびに推進者で
ある利潤率が生産そのものの発展によっておびやかされるということである。そして
ここでは量的関係が一切である。じつはよりふかいものが基礎にあるのだが，かれは
これをぼんやり感ずるにすぎない。資本主義的生産は絶対的な生産様式ではなく，ひ
とつの歴史的な，物質的生産諸条件の特定の制限された発展時代に対応する，生産様
式にすぎないという資本主義的生産の制限，その相対性が，ここでは，純粋に経済的
な仕方で，すなわちブルジョアの見地から，資本家的理解の限界内で，資本主義その
ものの見地から，しめされるのである。」 (KarlMarx, Das Kapital, 3. Bd., Dietz 
Verlag, 1955, S. 288-289. 長谷部文雄訳（青木文庫），第3部， 375ページ。
2) Ronald L. Meek, The Falling Rate of Profit. Economics and Ideology and 
Other Essays, 1967, pp. 131-137. 
3)ミークは，マルクスが労働の搾取度の増大をたんに「反対に作用する原因」とみな
しているにすぎないことを非難する見解にたいして，マルクスが「法則そのもの」に
かんする章のなかでしばしば剰余価値率の増大するばあいについてその法則を説明し
ていることを指摘している。 (Ibid.,pp. 131ー 134.)これはとうぜんのことである。
4) Ibid., pp. 137-139. 
5) Ibid., pp. 139-142. 
6) Marx, Das Kapital, 1. Bd., S. 329-330. 邦訳，第1部， '532-533ページ。
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7) Ebenda, S. 334. 邦訳， 539ペー ジ。
8) Vgl. Marx, Das Kapital, 3. Bd., S. 290. 邦訳，第3部， 377ペー ジ。
9) Ebenda, S. 239, 243. 邦訳， 312,313, 317ペー ジ。
10) Marx, Das Kapital, 1. Bd:, S. 178ー 180; 3.Bd., S. 914. 邦訳，第1部， 320-
322ベー ジ；第3部， 1210ペー ジ。
11) Marx, Das Kapital, 3. Bd., S. 268. 邦訳，第3部， 349ペー ジ。
12) Cf. Meek, op. cit., p. 142. 
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「法則そのもの」においてこの法則を労働の生産力の増大すなわち資本の有機
的構成の高度化そのものから説明しようとする。いわく， 「資本主義的生産は
……総資本の有機的構成の累進的な高度化を生ずるのであって，その直接の帰
結は，労働の搾取度の不変なばあいに，またそれの増大するばあいでさえも，
剰余価値率がたえず低下する一般的利潤率で表現されるということである。」1)
かくて，マルクスは資本の有機的構成が高度化するとき「剰余価値率が不変で
あるか増大しても」利潤率が低下することについて論じているのであるが， し
かし剰余価値率が不変であるばあいにそういう結果がおこるのは自明のことで
ある。 2)それゆえに，剰余価値率が増大するばあいにどうして利潤率が低下す
るかということが主要な問題となるのである。 3)
そこで，マルクスが，剰余価値率の増大するばあいにおける利潤率の低下を
どのように説明しているかについてみるに，その要点はつぎの文章のなかにふ
くまれている。「剰余価値率が……増大しても，その剰余価値率を表現する利潤
率は低下するという法則はこういうことを意味する。すなわち，ある一定の分
量の社会的平均資本，たとえば 100の資本をとってみれば，この資本のうちた
えず増大する一部分が労働手段となってあらわれ，それのたえず減少する一部
分が生きた労働となってあらわれる。……したがって，充用労働中の不払部分
の支払部分にたいする比率が同時に増大しても，投下総資本は，その大きさに
7 
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くらべてますます少なくなる剰余労働を吸収する叫 4)
この説明のなかにはマルクスの基本的な考え方がしめされている。もっとも
それだけではあまりにもかんたんすぎて不十分である。おなじ基本的な考え方．
にもとづいて当面の問題をもっとくわしく説明するにはどうしたらよいか。マ
ルクスはいう， 「利潤率は，資本蓄積の増大とこれに対応する社会的労働の生
産力の増大一ーこれはまさに不変資本部分にくらべての可変資本部分の累進的
な相対的減少となってあらわれる一に比例して減少する。同一の利潤率をも
たらすためには，一労働者によって運動させられる不変資本が十倍になるばあ
いに，剰余労働時間が十倍にならなければならないであろう。」 5) そこで，こ
ういう見方にしたがって，労働の生産力が増大するときの，一定量の生きた労
働によって運動させられる不変資本の増加率と，その生きた労働のなかの剰余
労働すなわち剰余価値の増加率を比較してみることとしよう。もし前者が後者
よりも大きくなるならば，利潤率は低下するであろう。 6)
まず不変資本の増加率について。これにかんしては第3部第3篇第15章第4
節「補遺」のなかの「労働の生産力の増大の本質的な標識」にふれている文章
をとりあげてかんがえてみなければならない。そこにはつぎのように書いてあ
る。一一
「商品の価値は，その商品に入りこむ総労働時間，すなわち過去の労働時間
と生きた労働時間によって規定されている。労働の生産性の増大とは，まさ
に，商品にふくまれる労働のうち生きた労働の部分が減少して過去の労働の部
分が増加し， しかもその結果として労働の総量が減少するということ， つま
り過去の労働が増加する以上に生きた労働が減少するということである。一商
品の価値に体化された過去の労働—不変資本部分—は，一部は，固定資本
の磨損分からなりたち，一部は，全部的にその商品に入りこむ流動的不変資
本，すなわち原料や補助材料からなりたつ。原料や補助材料から生ずる価値部
分は労働の生産性〔の増大〕につれて減少せざるをえない。けだし，この生産
性は，これらの材料にかんしては，まさにその価値が減少したという点にあら
8 
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われるからである。これに反し，不変資本の固定的部分がはなはだしく増加
し， したがってまたその価値のうち磨損によって商品に移譲される部分もはな
はだしく増加することこそは，労働の生産力の増大を特徴づけるものである。
ところが，新生産方法が生産性の現実的増大たる実をしめすためには，その生
産方法により固定資本の磨損分として個々の商品に移譲される価値部分の追加
が，生きた労働の減少によって節約される価値部分の控除よりも少なくならな
ければならない。一言でいえば，その生産方法によって商品の価値が減少され
なければならない。•…..
「これによれば，商品に久りこむ総労働量のこうした減少は，どんな社会的
条件のもとで生産がおこなわれるかにかかわりなく，労働の生産力の増大の本
質的な標識であるかにみえる。生産者たちが予定の計画にしたがって生産を規
制する社会では，いな単純な商品生産においてさえも，労働の生産性は無条件
的にこの尺度で測られるであろう。」 7)
かくて，労働の生産力の増大の本質的な標識にしたがえば，労働の生産力の
増大とは，商品に入りこむ生きた労働が減少して過去の労働が増加し， しかも
その結果として労働の総量が減少するということであり， したがってそれは商
品の価値が小さくなるということを意味する。このばあいに，過去の労働とし
ての不変資本は流動的不変資本と固定的不変資本からなるが，その商品に全部
的に入りこむ流動的不変資本によって形成される価値部分は減少する。他方，
固定的不変資本がはなはだしく増加し， したがってその磨損によって商品に移
譲される価値部分はいちじるしく増加する。しかしながら，けっきょく不変資
本において追加されるものが生きた労働において節約されるものよりも少な
く，したがって商品の価値は小さくなるのである。
しかしこうした「労働の生産力の増大の法則」は資本主義的生産においては
無条件的には妥当しないということに注意しなければならない。 「資本にとっ
ては，過去の労働において追加されるよりも多くが，総じて生きた労働におい
てでなく生きた労働の支払部分において節約されるばあいにのみ，労働の生産
， 
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力が増加されるのである。」 s) それゆえに，資本主義的生産においては，固定
的不変資本の磨損分として商品に入りこむ価値部分の大きな追加はなるたけさ
けようとする傾向がみられる。これを考慮にいれて，労働の生産力が増大する
ときに，商品に入りこむ過去の労働の増加はおこらず， 9) ただ生きた労働の減
少だけが生ずるとみなすことは，けっして不当ではないであろう。それでは，
こういう資本主義的な標識のもとで，一定量の生きた労働を基準としてみたと
きの不変資本の増加率は，いったいどのようになるであろうか。
いま，過去の，対象化された労働としての不変資本（流動的不変資本と固定的
不変資本）の投下量を Cであらわす。これはあたえられた平均寿命にしたがい
年々一定の割合で消耗または磨損しただけ商品の価値を形成するとしよう。こ
の消耗分（磨損分をふめて）を Cであらわし， 50と仮定する。一年間の商品の生
産に必要な生きた労働（必要労働と剰余労働）は lであらわし， 100と仮定する。
両者の比王は費用比率とよび c'であらわす。それは 50 
l 100 
である。ところで，
労働の生産力が増大するばあいには，その商品に入りこむ労働の総量が減少す
る。すなわち c+/=150が減少するのである。その減少する割合をAであらわ
'10 し ーと仮定しよう。そうすると労働の総量の減少分は150X-=15である。10 
いまのばあい不変資本は多かれ少なかれ質的な変化をこうむるけれどもその一
年間の消耗分 Cはやはり50にとどまる。労働の総量の減少は生きた労働 lの減
少にひとしい。これは lが85に減少していることを意味する。こうして費用比
50 50 3 率c'は一ーからーに変化する。つまり だけ大きくなるのである。いまや
100 85 百
生きた労働 lの100をもってすれば一年間の商品の生産量が以前よりも増加し
うるが，そのときに不変資本の消耗分 Cがどれほど増加するかはつぎの計算に
よってしめされる。いまその増加分をJcであらわし， c+JcをXとおけば，
100 85 : 100=50 : X。これより x=50X-=58.8。したがって， Jc=58.8-50= 
85 . 
8.8 8.8。かくて， 不変資本の消耗分の増加率をc"とすれば， c"=-=0.18。つ
50 
ぎに不変資本の投下量の増加率をC"とすれば， C"=c"であるから，それも 18
10 
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？るとなる。
これを代数学的に表示して
C 
l -c 
C"= l--l(c+l) = l 
l--l(c+l) -1= C 
ー
1 -J(1 +和
と書くことができる。この式によれば，費用比率 c'=_f__が大きければ大きい
l 
ほど，不変資本投下量の増加率 C"はますます大きいのである。
ー
つぎに剰余労働すなわち剰余価値の増加率については，第 1部第 5篇第15章
のなかの一文章が注目される。それによれば， 「剰余価値または剰余労働の大
きさにおける変働は，労働力の価値または必要労働の大きさにおける逆の変動．．． 
を条件とするとはいえ，それらがおなじ比率で変動するということにはならな. . . . . 
い。それらはおなじ大きさだけ増加または減少する。だが，価値生産物または． 
労働日の各部分が増加または減少する割合は，労働の生産力における変動前に. . 
おこなわれていたもとの分割に依存するのである。労働力の価値は 4シリング
必要労働時間は 8時間であり，剰余価値は 2シリング，剰余労働は4時間であ
ったばあいに，労働の生産力の増大により労働力の価値が 3シリングに，必要
労働が 6時間に減少するならば，剰余価値は 3シリングに，剰余労働は 6時間
に増加する。一方では付加され，他方では控除されるのは， 2時間または 1シ. . . . . . . . . .. . .. . 
リングというおなじ大きさである。だが，比率的な大きさの変動は双方で相違
する。労働力の価値は 4シリングから 3シリングに，つまり％すなわち25%だ
け減少するが，剰余価値は 2 シリングから 3 シリングに，つまり½すなわち50
形だけ増加する。だからつぎのようにいえる，労働の生産力におけるあるあた.. 
えられた変動の結果としての剰余価値の比率的な増加または減少は，労働日の
うち剰余価値においてみずからを表示する部分がもと小さかったならば大であ
り，もと大きかったならば小である，と。」 10)
これよりしてつぎのことがしられる。労働の生産力の増大によって，一定量
の生きた労働のなかの必要労働が一定の大きさまたは割合で減少するとき，こ
れに対応してそのなかの剰余労働すなわち剰余価値が増加する比率は，この後
11 
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者の部分それじしんが相対的に大きくなるにつれにてしだいに小さくなるので
ある。こうした関係についてもっとくわしく考察しよう。
上例によれば，一年間の商品の生産に必要な生きた労働 lは100であるが，
いまこれは一定の必要労働のほかにそれよりも少ない剰余労働すなわち剰余価
値をふくんでいるとしよう。前者を Vであらわし， 70と仮定し，後者をmであ
m らわし， 30と仮定する。両者の比一~は剰余価値率であって， m' であらわす。
V 
・30 
それはーである。さきとおなじように，労働の生産力の増大によってその商品70 
1 に入りこむ労働の総量が減少する割合を入であらわし ーと仮定するが，やは
'10 
り生きた労働 lの100をもって生産するというばあいについてかんがえてみ
る。もしも労働力の価値の基礎をなしている労働者の必要生活資料の範囲が変
1 化しないならば，必要労働 Vは以前よりもーだけ少ないものでたりる。そこで
10 
1 
Vの減少は70X-=7となる。つまり労働力の価値はそれだけ小さくなるので
10 
ある。他方，剰余労働すなわち剰余価値mはこれとおなじ大きさだけ増加する
であろう。しかし，労働力の価値は，社会的生産力の発展につれて労働者の社
会的欲望が増加し， したがって必要生活資料の範囲が増大するから，そのかぎ
りにおいて大きくなるという事情が，考慮にいれられなければならない。この
ような労働力の価値の増大のためにmの増加が制限されることになるが，その
割合をgであらわし，ーと仮定しよう。そうすると， mの増加分はそれだけ小
10 
1 さくなるから，この増加分を.Jmであらわせば， .Jm=7 X(1--)= 6ー か3 
10 10° 
くて 剰余価値の増加率をm"とすれば， m"=6.3 30 0.21。 すなわちそれは
21彩である。
これを代数学的に表示するならば，
m"= 
v,l(1 -g) V 
m 
＝入(1 g) 
m 
m となる。これによってあきらかなように，剰余価値率m'=一ーが大きければ大
V 
きいほど，剰余価値の増加率 m"はますます小さいのである。 (gが大きければ
大きいほど， m"がますます小さいことはいうまでもない。）
12 
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ところで 前掲の数字例についてみるに， A 1 1 ＝ーと g=-10 10 という仮定のも
とに， C 50 と・m 30 --= = l 100 v 70 . のときには， C'は18彩， m"は21彩である。それ
ゆえに，このばあいには不変資本の増加率よりも剰余価値の増加率のほうが大
きく，したがって利潤率は上昇する。しかしいまやそれらの増加率によって
C 58. 8 m 36. 3 とー＝ー一 になっている。そこで上式によって計算すると， C'はl 100 V 63.7 
約19彩に増加し' m"は約16彩に減少する。このように不変資本の増加率のほ
うが剰余価値の増加率よりも大きくなるから，利潤率は低下する。もちろんそ
れらの数字はたんに仮定的なものにすぎない。しかしながら，それらのあらわ
している本質的な関係は，資本構成の高度化のために，剰余価値率の増大にも
かかわらず，利潤率が低下することの「必然性」をしめしているのである。11)
1) Marx, Das Kapital, 3. Bd., S. 240. 邦訳，第3部， 313ペー ジ。
2)利潤率=m+(c+v)=弓4竺芸）＝手(1号）。だから，剰余価値率塑．が不変
ti 
C であるばあいに，資本の有機的構成ーが大きくなれば，利洞率が低下することは，ぃ
り，
うまでもない。
3)マルクスはいう， 「剰余価値率の増加と利潤率の低下とは労働の生産性の増大を資
本主義的に表現する特殊形態にほかならない。」 (Marx,a. a. 0., S. 268. 邦訳， 349
-350ページ。）だから，労働の生産性の増大（資本の有機的構成の高度化）というお
なじ原因から剰余価値率の増加と利潤率の低下という二つの結果を同時に説明するこ
とが必要である。
4) Marx, a. a. 0., S. 243. 邦訳， 317ペー ジ。
5) Ebenda, S. 434-435. 邦訳， 566ペー ジ。
6)ここでは総資本（不変資本と可変資本）＇のうち可変資本を考慮にいれていない。総
資本の増加率は不変資本の増加率よりも小さい。なぜなれば，労働の生産力が増大す
るときに可変資本は増加しないからである。しかし投下可変資本は一年間に充用され
る可変資本よりもずっと小さい。それゆえに，可変資本の存在は，不変資本の増加率
をもってする考察の結果をただすこしゆるやかにするにすぎないものとみなすことが
できるであろう。
7) Marx, a. a. 0., S. 289-290. 邦訳， 376-378ページ。この文章はエンゲルスがマ
ルクスの原稿のなかの注から編みなおして書いたものであるが，若干の説明では原文
にある材料以外にでている。 (Vgl.S. 292 Fussnote. 邦訳， 379ページ，注 (37)。）
8) Ebenda, S. 291. 邦訳， 379ペー ジ。，
13 
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9)そしてこういうばあいには不変資本の存在量の平均寿命は変化しないとかんがえる
ことができる。
10) Marx, Das Ka Pita!, 1. Bd., S . 546. 邦訳，第1部， 820-821ペー ジ。
11) A. A. コニュースは一論文のなかでつぎのように書いている。「差額レント r〔耐
久的資本財の使用に支払われるところの〕がゼロであるばあいをとり，不変資本 Cが
増加すると想定しよう。一定の産出量にたいする費用の基準は Cの増加が和 (c+v)
の減少をともなわなければならないという事実にある。……利潤率の低下は，労働者
数の減少が剰余価値率（すなわち労働の生産性）の対応的な増加よりも比率的に大き
いときに，おこる。そうでないばあいには，利洞率は上昇するであろう。それにもか
かわらず， 置塩の不等式からしりうるように， この増加には上限がある。」 (A.A. 
Koniis, On the Tendency for the Rate of Profit to Fall. Socialism, Capitalism 
and Economic Growth; Essays pres暉 tedto Maurice Dobb,. ed. by C. H. Fein-
stein, 1967, p. 83.) ここに「労働者数の減少が剰余価値率·…••の対応的な増加より
も比率的に大きい」というのは，剰余価値Sの減少を意味する。しかしそれだけでは
かならずしも利洞率の低下をもたらさない。なぜなれば，資本 (c+v)も減少してい
るからである。両者の減少率が比較されなければならない。なお置塩の不等式という
s v+s のは—――,;;;;- ' 
c+v c という式をさす。この式は生きた労働を基礎としてみた資本構成
の逆数が利洞率の上限であることをしめしている。これよりして，その逆数が小さく
なればけっきょく利潤率が低下しなければならないことは，あきらかである。しかし
具体的にみればやはり資本と剰余価値の変化率が問題である。
][ 
利潤率低下の法則は，資本主義的生産様式の本質的な傾向として貫徹するの
↑ であるが，それの実現においてはさまざまな事情によって変容されまたは妨げ
られるのである。マルクスは『資本論』第3部第3篇第14章「反対に作用する
諸原因」においてこの法則の実現を妨げまたは緩和する諸原因について論じて
いるが，その結論的な文章のなかでこう書いている。 ・「一般的利潤率の低下を
生ずるおなじ原因が，この低下を妨げ，緩慢にし，部分的に麻痺・させるという
反対作用をもたらす。この反対作用は法則を止揚はしないが，法則の作用をよ
わめる。そうでなければ，一般的利潤率の低下でなく，逆にこの低下の相対的
な緩慢さが把握できないであろう。かくて法則は傾向としてのみ作用するので
あり，その作用は一定の事情のもとでかつ長期間においてのみはっきりあらわ
14 
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れるのである。」 1)
ところで，マルクスが「反対に作用する諸原因」として論じているのはつぎ
の六つである。すなわち， (1) 労働の搾取度の増大， (2) 労働力の価値以下へ
の労賃の引下げ， (3) 不変資本の諸要素の低廉化， (4) 相対的過剰人口， (5) . 
対外商業， (6) 株式会社の増加。 2)これらの諸原因のなかで， (6)をのぞき，・(1)
(2) (4)は剰余価値率を高めるものであり， (5)は剰余価値率を高め不変資本の価
値を減少させるものである。ここでは (3)に属する諸原因にかんするかれの議
論について考察しよう。そのなかには資本構成の高度化はそれじしんに反対の
作用を生ずるというやっかいな問題がふくまれており，そのある程度たちいっ
た検討が必要とおもわれる。
同章の第3節「不変資本の諸要素の低廉化」の冒頭においてマルクスはい
う， 「剰余価値率の不変なばあし、に，または剰余価値率にかかわりなく，利潤
率を増大させる原因について本巻第 1篇でのべたことは，すべてこの項目に属
する。とくに，総資本についてみれば，不変資本の価値はその物質的な大きさ
とおなじ比率では増加しないということがそうである。」 3) ここに「本巻第 1
篇でのべたこと」というのは「利潤率にたいする回転の影響」，「不変資本充用
上の節約」，「価格変動の影響」 4)をさすのであるが，そのうち「利潤率にたい
する回転の影響」にかんする章のなかの若干の叙述にだけふれておこう。この
章はエンゲルスがマルクスにかわってこれを仕上げたのであるが，その勢頭で
かれはつぎのようにのべている。―
「剰余価値の生産， しfこがってまた利潤の生産にたいする回転の影響は，第
2部で論究された。これをかんたんに概括すれば，回転には時間を要するので
総資本が同時には生産に使用されえないということ，だから資本の一部分は貨
幣資本の形態でか，手持ち原料の形態でか，完成しているがまだ売れない商品
資本の形態でか，まだ満期とならぬ債権の形態でか，たえず遊休しているとい
うこと，能動的生産つまり剰余価値の生産と取得のために活動する資本はたえ
ずこの部分だけ縮小し，生産されて取得される剰余価値がたえずおなじ割合で
15 
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減少するということ，これである。回転時間が短くなればなるほど，資本のこ
の遊休部分が総資本に比較してますます少なくなり， したがってまた，他の事
情が不変ならば，取得される剰余価値はますます多くなる。
「回転時間の短縮，またはその両部分たる生産時間と流通時間との一方の短
縮が，生産される剰余価値の分量を増加させることは，すでに第 2部で個々に
展開された。ところで，利潤率は，生産された剰余価値の分量の，その生産に
使用された総資本にたいする比率を表現するにすぎないから，かかる短縮がい
ずれも利潤率を増加させることは明白である。まえに第 2部第2篇で剰余価値
にかんし展開されたことは，利潤と利潤率についてもおなじようにあてはまる
のであって，ここに再説を要しない。ただ二，三の主要契機だけを強詞してお
きたい。
「生産時間短縮の主要手段は労働の生産性の増大であって，これはふつう産
業の進歩とよばれている。それと同時に高価な機械類などの設置による総投下
資本のいちじるしい増加が生じ， したがって総資本にもとづき計算される利潤
率の減少が生ずるのでなければ，利潤率は増加するはずである。そして冶金業
や化学工業のさいきんの進歩の多くのばあいでははっきりそうである。さいき
んに発明されたベッセマー，ジーメンス，ジルクライスト＝トマス，その他の
製鉄および製鋼方法は，比較的にわずかな費用で，以前のひじように長い過程
を最小限度まで短縮する。コールタールからのアリザリンすなわち茜染料の製
造は，以前に数年かかったのとおなじ結果をわずか数週間で，しかもすでに従
来からコールタール染料の製造に使用されている工場設備をもって，生ぜしめ
る。茜を生長させるには一年を要し，それからなお数年間その根を発育させて
から染料をとったものである。
「交通改善ば流通時間短縮の主要手段である。この点ではさいきん50年間に
ひとつの革命がもたらされたのであって，これに比肩しうるのは前世紀後半の
産業革命だけである。陸上では砕石をしいた道路が鉄道により，海上では遅鈍
で不規則な帆船が迅速で規則ただしい汽船航路によって駆逐された。’そして地
16 
利潤率の低下について（三谷） 169 
球全体が電信線ではりまわされる。スエズ運河によってはじめて真に東アジア
とオーストラリアとへの汽船交通が開けた。東アジアヘの商品輸送の流通時間
は1847年にはまだ少なくとも12カ月かかったが（第2部参照），今日では約12週
間ばかりに短縮できるようになった。 1825-1857年の二大恐慌発現地たるアメ
リカとインドとは，この交通手段変革によってヨーロッパの工業諸国に70-90
％だけ近づけられ， したがってその爆発能力の一大部分を失った。全世界貿易
の回転時間もおなじ程度に短縮されて，これに参加する資本の活動能力は 2倍
ないし 3倍以上も増加された。これが利潤率に無影響でなかったことは自明で
ある。」 5)
このようにエンゲルスは回転期間の短縮から生ずる諸効果についていろいろ
のべているのであるが，とくに「手持ち原料の形態」または「完成しているが
まだ売れない商品資本の形態」などをとる資本の遊休部分の減少という効果
は，資本構成の高度化を緩和するものとして重要である。エンゲルスの時代か
らのちにも回転期間を短縮してそういう効果を生ずるいろんな方法がおこなわ
れたであろう。 しかしこの効果についてはつぎのことが指摘される。すなわ
ち，回転期間を短縮する方法は回転期間がまだいちじるしく長いときには効果
が大きいけれども，回転期間が短くなるにつれてますます効果が小さくなるで
あろう。 6)
さて，不変資本の諸要素の価値の減少という主要な問題にうつることとする
が，マルクスはこれにかんしてつぎのように論じている。 「不変資本の分量を
可変資本との比率において増加させるおなじ発展が，労働の生産力の増大の結
果として，不変資本の諸要素の価値を減少させ， したがって，不変資本の価値
が，たとえたえず増加するとしても，その物質的な大きさ，すなわち同一量の
労働力によって運動させられる生産手段の物質的な大きさとおなじ比率で増加
することを妨げる。若干の場合には，不変資本の諸要素の分量が増加しても，
その価値は不変であるかまたは減少することさえありうる。以上でのべたこと
にかんれんするのは，産業の発展にともなう現存資本の（すなわちその質料的諸
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要素の）価値減少である。 これも利潤率の低下を阻止すべきたえず作用する原
因のひとつである。」 7)
ここの最後のところで現存資本の価値減少ということが云々されているが，
これについてはつぎの文章が参照さるべきである。 「いっさいの偶然的撹乱を
度外視すれば，再生産過程の進行中に，現存資本の大きな部分はたえず多かれ
少なかれ価値減少をきたす。なぜなれば，商品の価値は，その生産が本的源に
要費する労働時間によってでなく，その再生産が要費する労働時間によって規
定されているのであり，そしてこの後者は労働の社会的生産力の発展によって
たえず減少するからである。」 s)
このような現存資本の価値減少は資本構成の高度化を緩和するものとしてと
くに注目される。しかしこのばあいにもつぎのことが考慮にいれられなければ
ならない。現存の流動的不変資本すなわち原料，補助材料などは労働の社会的
生産力の発展による価値減少が大きい。なぜなれば，たいていの原料，補助材
料などは大量生産がおこなわれうるからである。しかし現存の固定的不変資本
すなわち機械や装置などのばあいは異なる。なるほど，機械や装置を再生産す
るための鉄その他の資材では大量生産の影響がいちじるしいかもしれない。し
かしながら，大量生産の作業をするロボットを考案することとちがって，ロボ
ットをつくるロボットを考案することは，容易なことではない。 9)それゆえ
に，機械や装置そのものでは大量生産の影響はそれほど多くあらわれない。こ
のような理由から，現存の固定資本においては，たとえ価値減少が生ずるとし
ても，それはつうれい比較的に小さいのである。
以上においては主として資本構成の高度化を緩和する諸原因について考察し
た。それらは反対に作用する原因としてとりわけ重要なものであるが，上記の
ような制限をうけるのである。
なお独占段階においては利潤率低下の法則は新しい諸事情によってそれの実
現を変容されまたは妨げられる。そういう新しい諸事情としては独占または寡
占，資本輸出のほかにさいきんではオートメーション化などがあるが，これら
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のもののそうした影響を研究することは理論上の重大な課題となる。もちろん
それにおいては広範な歴史的事実の分析が援用されなければならない。10)
1) Marx, Das Kapital, 3. Bd., S. 267. 邦訳，第3部， ・348ペー ジ。
2) Ebenda, S. 260. f. 邦訳， 339ページ以下。
3) Ebenda, S. 263. 邦訳， 344ペー ジ。
4) Ebenda, S. 89 f. 邦訳， 130ページ以下。
5) Ebenda, S. 89-91. 邦訳， 130-131ペー ジ。
6)ロビンソンは一論文のなかでつぎのようにのぺている。 「マルクスは（あるいはむ
しろかれにかわってエンゲルスは）すべての技術進歩が労働1単位あたりの資本を増
加するとはかぎらないことをはっきりとみとめている。歴史的には，発展への鍵は輸
送であった。そして時間を節約する発明は資本を節約するものである。それゆえに，
有機的構成が資本主義の発展とともにじっさいに急速に高度化していたということは
けっして自明のことではない。機械類への巨額の投資は肉眼にみえやすい。 しかし
通信機関の高速化と生産工程のスピード・アップによる在庫品や仕掛品の節約が，設
備への投資の増大を過去においてどれだけ相殺したかをみつもることは不可能であ
る。」 (J.Robinson, Marx and Keynes. Collected Economic Papers, 1951, PP. 
・143ー 144.)しかし本文で指摘しておいたように，こういう資本の節約には制限があ
る。
7) Marx, Das Kapital, 3. Bd., S. 264. 邦訳，第3部， 344ペー ジ。
8) Ebenda, S. 434. 邦訳， 565ペー ジ。
9) Cf. Robinson, The Accumulation of Kapital, 1956, p. 170. 杉山清訳， 185ペー
ジ。
10)独占または寡占の問題については超過利潤や独占価格にかんするマルクスの見解が
研究の指針となるであろう。 (Vgl.Marx, Das Kapital, 3. Bd., 207 f., 917. 邦訳，
第3部， ・272ページ以下， 1213-1214ページ。）しかし大企業の新しい投資政策も重視
されなければならない。資本輸出の問題は反対に作用する原因としての対外商業にか
入んするマルクスの見解にしたがって考察されうるであろう。ただしそれの新しい形態
も注意されなければならない。オートメーション化の問題は，一般的にいえば，技術
進歩による労働の生産性の増大にかんする問題に属するが，オートメーション化は雇
用労働者1人あたりの産出量を法外に高めるのにその技術的性格として中立的であり
または資本節約的ですらあるといわれる。 (Cf.Robinson, Note on the Theory of 
Economic Development. Collected Economic Papers, Vol. I, 1960, p. 104.)こ
のことは資本構成の問題にかんする研究において考慮にいれられなければならない。
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